
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 
（熊本県立熊本農業高等）学校 令和６年度（２０２４年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
１ 校訓『敬天愛人』と『熊本の心』を基本理念に、豊かな人間性と社会を生き抜く力を育み、社

会と共に進化し続ける人材の育成と活気に溢れた学校づくりを目指す。 
（１）校訓    『敬天愛人』 
（２）綱領四条目 「愼思力行」「剛健進取」「倹素礼譲」「自制協同」 
（３）建学の精神 「其手足を低き地に働かし、心を高き天に置けよ」 
【教育スローガン】 

なすことによって学ぶ～夢を目標に、挑戦・努力・継続～ 

 

２ 本年度の重点目標 
“認め ほめ 励まし 伸ばす”教育行動指標を踏まえた教育の実現 

＜人権尊重の精神に立った学校づくり＞ 
○確かな学力の育成と個に応じた指導の充実 
○キャリア教育の推進と個性を活かす進路指導の充実 
○道徳教育の充実と命を大切にする心の育成 
○指導方法等の工夫・改善（生徒にしっかりと寄り添い、一人一人を大切にした教育） 
○一人一人の教育的ニーズに応じた指導・支援の徹底と切れ目ない支援体制の構築 
〇いじめの未然防止と対応の充実 
〇学校の安全教育及び安全管理の充実 
○家庭教育の充実と地域・学校協働活動の推進 

 

３ 自己評価総括表 
    評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 
 
学校 
経営 
 

学校生活
の充実と
魅力発信 

生徒が目標を持
って学校生活を
送っている 

学校評価アン
ケートにおい
て生徒が目標
を持って学校
生活を送るこ
とについての
回答割合を90
％以上とする
。 

・授業や特
別活動を充
実させ、生
徒が主体的
に取り組む
場を設ける
。 
・「自学学
習の時間」
を設けるな
ど学力向上
への取組を
行うととも
に個に応じ
た指導の充
実を図る。 

Ｂ 生徒への学校評価
アンケートでは｢熊
農に入学してよか
った｣の回答が93.3
％に対し、｢目標を
持って学校生活を
送っている｣と回答
した割合が80%であ
た。 
教職員も授業評価
を実施し、授業改
善や学力向上の取
組等も行っている
が、将来の見通し
をもつ投げかけが
今後更に必要であ
る。 

学校の魅力を発
信することで意
欲的な生徒の入
学を促し、各学
科の入学志願者
を増やす 

・前期選抜(2
.57)、後期選
抜(1.57)の倍
率を昨年度よ
り向上する。 
・ＨＰやすぐ
ーるの活用、
メディアによ
る発信を行い
、本校の魅力
を発信する。 

・学校説明
会や体験入
学への参加
を促し、受
験生の本校
教育につい
ての理解を
図る。 
・ＫＳＨ等
の各取組や
生徒募集に
ついて職員
間で連携協
力して行い
、特色や魅
力等の情報
発信を丁寧
に行う。 
 
 
 

Ａ ・学校説明会や体
験入学では丁寧か
つ分かりやすい説
明を行った。体験
入学に参加できな
かった中学生に向
けては個人対応を
するなど丁寧に、
対応した。本年度
前期選抜では2.88
倍と昨年より多く
の出願状況であっ
た。 
・ＫＳＨ等の取組
では、大学や企業
等と連携した特色
ある教育を発信す
ることができた。 



業務改善
と働き方
改革 
 

業務内容の精選
と見直しを行い
、長時間勤務を
是正する 

組織全体の情
報の共有と連
携を重視し建
設的な意見交
換を行い、業
務内容の改善
及び廃止を行
う。 

・事前資料
の配付を行
うなどの工
夫で会議時
間の短縮や
情報共有の
徹底を図る
。 

Ｃ 資料の事前配付を
図り、業務内容の
改善等も各部で進
めたが、情報共有
の徹底や長時間勤
務の是正にはつな
がらなかった。 

全職員の働き方
への意識改革と
働きやすい職場
環境をつくる 

・長時間勤務
の要因を明ら
かにし、慢性
化している職
員の勤務状況
を改善する 
・年間年休取
得15日以上の
目標定時退勤
日の設定を行
うことで、時
間外勤務を前
年度比で全職
員平均10％削
減する。 
 

・長時間勤
務（2ヶ月連
続80時間以
上）の職員
と随時面談
し、手立て
と目標を明
確化する。 
・各部での
小会議や声
掛けにより
業務の平準
化を図る 
・職員間で
働き方への
改革へ意識
高揚を図り
、風通しの
よい職場環
境をつくる
。 

Ｂ 業務改善に向けて
ワークショップや
次年度に向けた提
案など進めること
ができた。また、
職員が年休を取得
しやすい環境づく
りを進め、目標を
達成した。時間外
については、全体
で1時間程度の改善
は見られた。職員
への学校評価アン
ケートでは、｢超過
勤務の解消・業務
負担軽減を意識し
た組織的連携・協
働をしている｣の項
目においては43.9
％(R5)⇒64.9％(R6
)と上昇した。 

 
学力  
向上 
 

新学習指
導要領に
おける観
点別評価
及び学習
指導と評
価 
 
 
 
 

指導と評価の一
体化 

・生徒が意欲
的に授業に取
り組む工夫。 
・教育課程実
践検証協力校
事業における
実証データの
整理や研究授
業の検証を行
うことで、授
業の充実を図
る。 

・各教科で
ＩＣＴの活
用や評価の
観点を明記
したシラバ
スを作成し
、生徒が見
通しを持っ
て学習でき
る環境を整
備する。 
・観点別評
価を生徒の
今後の学習
取組に繋げ
る材料とす
る。 
・定期考査
のみに頼ら
ない学習評
価や形成的
評価・教育
課程実践検
証協力校事
業において
各学科研究
主題に即し
た取組を行
う。 

Ｂ 
 

・ＩＣＴ活用授業
は、ほとんどの授
業で実践できてい
る。 
・新学習指導要領
における観点別評
価については、３
年目を迎えている
。教師と生徒も、
年間計画や単元を
見通した学習に取
り組んでいる。今
後は、生徒の学習
に対する評価する
機会を、より充実
させる統一的な見
解を持つことが求
められる。 
・教育課程実践検
証協力校として、
教科｢農業｣におけ
る授業研究や合評
会を実施し、評価
のあり方や授業改
善に関する検証を
行うことができた
。 



授業改善 ・主体的・対
話的で深い学
びの実現に向
けた授業改善
を図る。 

・公開授業
や研究授業
週間を設定
する。 
・生徒によ
る授業評価
アンケート
を年２回実
施する。 
 

Ａ ・公開授業は保護
者や同窓生、外部
の方々に来校し、
生徒や学校の姿を
見ていただいた。 
・計画通り２回の
授業評価アンケー
トを実施し、授業
改善に繋げること
ができた。 

基礎学力の向上 自学自習の時
間で基礎力診
断テストの「
デジタルドリ
ル」等を活用
し、基礎学力
の向上を図る
。 

一人一人が
自主的に学
ぶ「自学自
習」の時間
を設定する
。 
 

Ｂ ・年度中に自学自
習の時間を設定す
ることができた。 
・デジタルドリル
は、年度途中から
の実施であり、現
在取り組んでいる
最中である。成果
及び課題を今後検
証していく。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

計画的・
系統的進
路指導 
 

進路実現のため
の必要な学力が
身についている 

基礎学力診断
テスト等での
成績を向上さ
せる。 
小論文や面接
での表現力を
身につける。 

各試験の結
果の振り返
りや面談で
、次の目標
をたて実現
に努力する
。 
キャリパス
ポートの活
用。 
講話や講演
等を通じて
表現方法を
身につける
。 

Ｂ 各試験での結果を
面談等に利用し、
クラス別・個人別
両面で学力の状況
を理解した。 
キャリアパスポー
トの記録を利用し
、志望理由書など
の進路への取り組
みに活かした。 
自己表現の仕方を
身につけ、就職進
学の面接等で活か
すことができた。 

専門学科の学び
を進路に活かせ
ている 

自分の学んだ
ことや強みが
活かせる進路
を実現する。 

専門を活か
せる進路先
の研究を充
実させる。 

Ｂ 多くの生徒が専門
の学びを活かした
進路希望を実現し
ている。 

キャリア
教育の充
実 
 

自分の適性を理
解している 

得意・不得意
を理解し、ど
の分野が自分
に適している
かがわかる。 

適性検査の
活用。 
キャリアパ
スポートの
活用。 
キャリアサ
ポーターと
の面談の実
施。 

Ｂ インターンシップ
、農家現場実習を2
学年時に実施し、
自己適性を考える
良い機会となった
。また、キャリア
サポーターとの面
談を実施すること
により、さらに高
まった。 

コミュニケーシ
ョン能力を向上
させる 

自分の考えを
相手にわかり
やすく、表現
し伝えること
ができる。 

面談等を利
用して、相
手に考えを
伝える練習
をする。 

Ｂ インターンシップ
等において、相手
方にアポを取る際
や現場の方とのコ
ミュニケーション
を取ることでさら
に向上している。 

 
生徒  
指導 
 

ルールを
守る生徒
の育成 
 
 

ルールやマナー
を守り安全・安
心な生活を過ご
している 

・学校評価ア
ンケートにて
、校則の遵守
の割合を95％
以上とする。 

・ホームル
ーム、学年
集会、全校
集会等での
確認と、個
別指導を行
っていく。 

Ｂ アンケートの数値
からは達成できて
いるが、生徒の自
覚ある行動とまで
は言いがたいとこ
ろもある。とりわ
け整容指導につい
ては、今後も個別
に丁寧に対応して



いくことが必要で
ある。 

・特別な指導
を含め同様の
内容での指導
を繰り返さな
い。 
 
 

・本人の課
題を明確に
し、学校と
家庭（保護
者）双方が
連携、協働
し生徒支援
にあたる。 

Ｃ 事案は異なるが繰
り返し指導を受け
る生徒が全体の４
分の１いた。生徒
に関係する教職員
によって、各々指
導と支援はできて
いるが、学校全体
での組織的指導と
までは至らなかっ
た。今後、指導後
の支援の部分を丁
寧に実施していく
。 

・登下校中の
交通事故・違
反件数を全校
生徒の３％（
２５件）以内
とする。 

・定期の登
校指導の実
施をはじめ
、登下校時
の状況の把
握と対応を
速やかに行
う。併せて
保護者との
情報の共有
を図り、家
庭での指導
をお願いす
る。 

Ａ 各種登校指導を実
施した。事故発生
後、直ちに事故の
様子、事故に繋が
らない対応策等を
すぐーるでの配信
やＨＲ、全校集会
時での周知等も行
い、発生件数は１
０件と数値的には
達成している。 

生徒会活
動の充実 

 

各種委員会活動
や部活動が活発
に活動している 
 
 

全ての各種委
員会、部活動
等が活動実績
を記録する。 

活動実績の
ない組織に
対して、協
働やボラン
ティアの斡
旋をして活
発化を図る
。 

Ｂ 学校評価アンケー
トでは生徒の70.8%
が、保護者の80.1%
が三部会や部活動
に積極的に取り組
んでいると回答。
いずれも昨年度を
上回っている。ま
た、部活動で多数
受賞者が出ている
。ボランティアに
関しては生徒の47.
7%が積極的に参加
していると回答し
ているが、前年度
より2%低下してい
る。日程の影響も
考えられる。googl
eclassルーム等を
活用し、広く生徒
に呼びかけを行い
参加の機会を増や
しているが、実際
の参加に結びつい
ていない。 

学校行事につい
て生徒が積極的
に参加し、安全
安心に実施でき
るようにする 

学校評価アン
ケート「学校
行事に積極的
に参加し、安
心安全に実施
できている」
との評価が95
％以上とする
。 
 

・学校行事
の目的を生
徒に周知し
、積極的に
参加できる
ようにする
。 
・職員や生
徒会運営委
員による観

Ａ 学校評価アンケー
ト結果では、生徒
の95.7%が「学校行
事に積極的に参加
し、安心安全に実
施できている」と
回答。学校行事の
実施前に趣旨説明
を行い、大きな混
乱なく終えること



察や巡回に
よって事故
やトラブル
を未然に防
ぐ。 

ができた。安全を
最優先する姿勢に
対しては生徒から
疑問の声もあった
ので、次年度の生
徒総会に向けて学
校行事のあり方や
実施規定の検討・
見直しを行ってい
きたい。 

人権教
育の推
進 

安心して
過ごすこ
とのでき
る学校づ
くりのた
めの人権
教育 
 
 
 

職員が人権意識
を高め、連携し
生徒理解にあた
る 

・年２回の全
体での職員研
修を実施する
・個別に２回
の校内外の研
修に参加する
。 

・学校の実
態に即した
職員研修を
提案し、研
修を受けや
すい体制を
つくる。 

Ａ 年２回の外部講師
を招き職員研修を
実施した。また、
校外研修への参加
も各学科・教科の
代表が参加するこ
とができた。 

生徒が互いに認
め合い、尊重し
合うことのでき
る関係づくりに
ついて考え、行
動できるスキル
を伸ばす 

生徒の状況に
即した人権学
習を提供する
。 

・年３回の
人権LHRを通
した学習機
会を設ける
。 
・生徒人権
委員会の取
組をもとに
学校全体で
人権意識を
髙かめる活
動を行う。 

Ｂ 生徒の実態に即し
て内容を見直し、
年３回の人権ＬＨ
Ｒを実施すること
ができた。また、
人権委員会の活動
としてテーマを決
めた学習・校外研
修への２回の参加
など、活動の幅を
ひろげることがで
きた。 

いじめ
の防止
等 

未然防止
への取組 
 

安全・安心な学
校生活が送れて
いる 

・「いじめを
受けた」生徒
数を県平均（
１％）以下と
する。 
 
 
・いじめが疑
われる内容で
あっても、情
報の共有をす
すめ、早期対
応につなげる
。 

・数値に固
執せず、積
極的認知を
すすめ、い
じめを受け
た生徒に寄
り添い改善
する。 
・関係職員
への情報の
共有や、関
係職員へを
はじめ全職
員への周知
を行い、全
職員で対応
する。 

Ｂ 「いじめを受けた
」生徒数が１学期
７名、２学期５名
であり、各学期で
の人数では目標以
内の値と言えるが
、総計では１％は
超えている。これ
まで生徒に寄り添
い丁寧な対応を進
めてきいるが、今
後も、いじめが疑
われる内容であっ
ても情報の共有と
早期対応を心がけ
ていく。 
 

早期発見
と迅速な
対応 
 
 

発生から対応、
解決までが迅速
且つ組織的に行
うことができて
いる 

いじめ対応マ
ニュアルに沿
って迅速な対
応をする。 

・いじめが
疑われる場
合でも、関
係職員の情
報の共有を
行い、対応
策の立案と
対応を進め
ていく。 
・状況に応
じて、いじ
め問題対策
委員会を開
催と協議の
上全職員で
対応する。 
 

Ｂ 心のアンケートを
はじめ、担任、保
健室、教育相談か
らの情報などが、
早期に情報集約担
当者に繋がること
はできたが、円滑
に組織的な取組と
までには至らなか
った。「気づき」
を必要なところで
共有し、具体的に
誰が何を進めてい
くのかまでも、関
係職員全員が理解
して取り組めるよ
うにしていく必要
がある。 



地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

地域と本
校との連
携 
 

地域と連携した
学校運営や教育
活動を行う 

・学校運営協
議会や学校評
価アンケート
を活用しより
よい学校運営
につなげる。 
・地域と連携
した魅力ある
教育活動を実
施する。 
 
 

・学校運営
協議会での
意見や学校
評価アンケ
ートの集約
。 
・地域と積
極的に関わ
りを持ち、
本校教育の
理解を図る
。 

Ａ 学校運営協議会の
委員との意見交換
やアンケート等で
よりよい学校運営
に反映させること
ができている。地
域と連携した避難
訓練を本校で実施
することができた
。また、各学科の
特色に併せて地域
と連携した取組を
実施した。 

生徒の防
災意識の
高揚 

防災教育をとお
して生徒自ら考
え、行動できる
ようにする 

大規模災害や
校内での危機
管理等におい
て生徒が自主
的・協働的な
行動ができる
。 

防災教育Ｌ
ＨＲや避難
訓練、防災
意識を高め
る授業など
啓発に努め
る。 
・職員にも
防災意識や
校内での危
機管理など
研修等で理
解を深める
。 

Ａ 防災に関する備え
や取組から本年度
も防災甲子園に農
業土木科の取組が
表彰された。また
、防災ＬＨＲを実
施することで、生
徒の防災意識を高
めることができた
。保護者及び職員
の安全管理や危機
管理等に関するア
ンケートでは90%以
上が高評価であっ
た。 

特色あ
る取組 
 

生徒が輝
き活躍す
る教育活
動の充実 

各学科の専門学
習に意欲的に取
り組むことがで
きる 

・アグリマイ
スター顕彰制
度等による高
校３ヶ年の学
びを評価する
。 

・アグリマ
イスター顕
彰制度を通
じて、生徒
全員が日頃
の学習活動
で培った知
識や技術・
技能への自
信を深める
。 

Ｂ アグリマイスター
顕彰制度において 
プラチナ7名、ゴー
ルドが15名、シル
バーが21名、取得
予定である。学科
によって取り組み
の差があるため、
全学科で意識を高
めていきたい。 

・熊本スーパ
ーハイスクー
ル（ＫＨＳ）
構想リーデｨ
ング型に取組
む。 

・各学科・
教科等でプ
ロジェクト
学習、課題
研究を充実
・深化させ
る。 

Ａ 「県立高校学びの
祭典」においてＩ
ＣＴを活用した農
業教育、商品開発
で地域の魅力発信
を行った取組を紹
介した。また、「
地方創生☆政策ア
イデアコンテスト
」において、畜産
科の「養豚ガール
ズによる地方創生
プロジェクト」が
地方創生担当大臣
賞を受賞する等、
成果が上がってい
る。 

将来の農

業経営者

の人材育

成活動の

充実 

熊農ゼミ等を通
した農業経営者
育成活動 
に取り組み、将
来のビジョンを
描くことができ
る 

将来の農業経
営に必要な資
格取得やイン
ターンシップ
（農家現場実
習）等に取組
む。 

・農家現場
実習、農業
関係企業等
の視察研修
や、狩猟免
許等の農業
関連の資格
取得を目指
す。 

Ｂ 熊農ゼミを年間と
おして実施するこ
とができ、将来、
農業経営者を目指
す生徒の農業への
意識が高まった。
また、狩猟免許に
は５名の生徒が挑
戦した。 



農業の魅
力発信と
地域貢献
活動の推
進 
 

農業教育を通じ
た地域貢献活動
と学校ＨＰ等に
よるＰＲ活動に
取り組むことが
できる。 

・全学科によ
る開放講座の
実施及び交流
活動する。 

・公開講座
等を通し参
加者に学び
の場を提供
するととも
に熊農の魅
力を伝える
。 
 

Ｂ 開放講座には多く
の地域の方に参加
頂いた。また、子
ども達の参加もあ
り、本講座をとお
してさらに熊農の
魅力を伝えていき
たい。 

・学科の魅力
ある学習や取
組を積極的に
学校ＨＰで発
信する。 

・学習活動
や農産物の
販売など全
学科におい
て、定期的
にＨＰ更新
を行い魅力
発信に取り
組む。 

Ｂ 各学科とも日々の
教育活動で良い取
組をしているが、
ＨＰによる情報発
信が学科によって
差があり、今後の
課題である。 

・地域企業と
連携し地元の
町おこしを目
的として、商
品開発の提案
し、ＨＰ等を
とおして情報
を発信する。 

ＳＤＧｓを
意識した商
品開発を地
元企業と連
携し、地域
の祭りや各
種イベント
で販売し情
報を発信す
る。 

Ｂ SDGsを意識した商
品開発を地域の商
店と連携し課題研
究の一つとして取
り組むことが出来
た。また、地域の
祭り・イベントに
参加し本校の魅力
発信に繋げた。 

部活動の
充実 

部活動を通して
生徒の学校生活
の充実と心身の
育成を図るとと
もに地域から応
援される熊農生
になる 

・部活動の指
導の充実を図
り、職員指導
の下、メリハ
リのある活動
を行う。 
・活動を情報
発信すること
で、地域から
の熊農生への
理解を図る。 

・部活動の
魅力を伝え
るとともに
職員が部活
動の指導に
参加できる
ような環境
をつくる。 
・部活動の
取組や成果
をＨＰやメ
ディアを活
用して情報
発信する。 

Ｂ 業務との兼ね合い
で職員への負担も
あるが、各部熱心
な取組を行ってい
る。全国的な活躍
につながるなど学
校のＰＲにも貢献
している。 
今後、更なる充実
につながるよう適
正な配置や環境作
りに努めていく。 

 

４ 学校関係者評価 
・生徒の学校評価アンケート結果が全体的に前向きな回答をしていることは評価できる。 

継続して生徒が目標を持って取り組めるように更に連携・協力をすることが大切である。 
・日頃からしっかりとしたコミュニケーションづくりをすることで職員間の情報共有が必要

だと感じる。 
・本校では行事等の度に振り返る機会（アンケート等）をもうけて、改善に向けて努力する

体制ができていると感じている。 
・勤務時間のメリハリがつくと更によい。 
・新課程になり３年が経過したことによる検証が必要。 
・業務量の削除と平準化が必要だと感じる。 
・生徒の実態に合った行事の精選及び内容変更が必要である。 
・生徒の多様化に伴い生徒支援や授業の在り方を丁寧に進めていくことが求められる。 
生徒の学力差があるために、下位層にも上位層にも学力向上が図れるような手立てが必要
だと感じる。 

 

５ 総合評価 
・具体的目標を持ち方策を実施し、努力されたことから生徒の「熊農に入学してよかった」

との回答が９３％強あったことはうれしいことである。 
・入試の倍率も上昇していることは中学生から行きたい学校として考えられているからだと

感じる。一方で、アンケートでは業務負担を考えている職員も多いように思われる。 
・１年のころから計画的に進路指導を行われていることが４年制大学進学等の成果につなが

っている。 
・地域で生徒を見かけるときに小学生や中学生から見られているという意識を持ってもらえ

ればと思う。（制服の着こなしへの指摘） 



・生徒支援に関しては保護者の協力も不可欠である。また、繰り返し指導を受ける生徒に対
しては、職員全体で情報を共有して取り組むことが大切だと思う。 

・SNSでのいじめなど、なかなか見えにくくなっているため、様々な方法で情報収集し、共有
を図り、早期対応できるようお願いしたい。 

・「いじめ」という言葉を「暴行」「脅迫」「傷害」「強要」「名誉棄損」「器物破壊」な
どと具体的な犯罪名に置き換えて、まず警察対応を検討していただくようにし、生徒たち
にもそれを周知しておくと軽はずみな行動は減るのではないかと思う。 

・特に今年度の地域の防災訓練は、事前準備から当日の運営まで素晴らしかった。ノウハウ
を他の地域へも広めてもらえると助かる。 

・農産物販売会等で一般の方々が高校に足を運び、生徒と交流を図りながら購入することが
できる。このような地域交流は農業高校ならではだと思うので、これからも大切にしてほ
しい。 

・農業高校として各学科の専門学習に力を入れておられるのがよくわかる。部活動も報道等
での活躍を見聞きして担当の先生、生徒の努力の賜物だと思う。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
本校の課題として、「生徒の基礎学力の定着」「指導と評価の一体化による授業改善」 

「多様な生徒への支援・指導」「業務改善」等があげられる。 
どの課題も即改善とはいかないが、引き続き「風通しの良い職場づくり」を推進し、職員

の意見や相談をお互いにできるように努め、特に管理職と職員が一方通行にならないように
トップダウンとボトムアップを両立し、改善を図っていく。 
 また、運営委員会等での決定事項を迅速に各部・各科での情報共有の徹底を図り、組織的
に機能できるようにする。  

「業務改善」においては業務の平準化に努める。また、今年度中に生徒17時完全下校日課
を試行予定で、次年度より特定曜日に設定することでメリハリのある勤務ができるよう改善
を図る。 

職員に加え、ＰＴＡや同窓会、地域等と連携を図り、学校の活性化や改善に繋がるよう努
める。警察や児相との連携やＳＣ、ＳＳＷ等の活用で、生徒がより安心して学校に登校でき
る体制づくりを構築する。 

 
 


